
貸借対照表
平成２４年３月３１日現在
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9 3,036

1 3,036

5 13,244
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175 7,394

48           繰 越 利 益 剰 余 金 7,394
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33,486

4,637 2,494

17,111 2,494

212

1,810

604

15 39,475

17

8,403

856

△ 181

157,613 157,613

土 地

株 主 資 本

そ の 他 無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

受 注 損 失 引 当 金

未 収 消 費 税 等

製 品

前 受 金

役 員 賞 与 引 当 金

前 渡 金

半 成 品

未 払 法 人 税 等

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

グ ル ー プ 預 け 金

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

流 動 資 産 流 動 負 債

支 払 手 形

未 収 入 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 事 業 所 税

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

仕 掛 品

材 料

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

長 期 供 託 保 証 金

破 産 及 び 更 正 債 権

長 期 前 払 費 用

純 資 産 の 部 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

資 産 の 部 合 計 負債・純資産の部合計

貸 倒 引 当 金

特 許 権

借 地 権

商 標 権

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

利 益 剰 余 金

工 具 器 具 及 び 備 品

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他有価証券評価差額金

純　　資　　産　　の　　部

利 益 準 備 金

評 価 ･ 換 算 差 額 等

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計



 

注記

１．会計方針
（１） 資産の評価基準及び評価方法

① 　有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法
　その他の有価証券

時価のあるもの：決算期末時の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、主として移動平均法により算定している。）

時価のないもの：移動平均法による原価法
② 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　製　　　品　　　：移動平均法による原価法
　半成品及び仕掛品：個別法による原価法
　材　　　料　　　：移動平均法による原価法
 　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法
① 　有形固定資産（リース資産を除く）：定率法

但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用している。
② 　無形固定資産（リース資産を除く）：定額法

市場販売目的のソフトウェア：販売可能な見込有効期間（３年）に基づく償却を行なっている。
自社利用目的のソフトウェア：見積利用可能期間（５年）に基づく償却を行なっている。
のれん：投資効果の発現する期間（５年）で均等償却を行なっている。

③ 　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（３） 引当金の計上基準
① 　貸倒引当金

貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上している。

③ 　受注損失引当金
受注案件に係る将来の損失に備えるため、当該事業年度における受注案件のうち、損失が発生する可能性が高いと見込まれる
ものについては、その損失見込額を計上している。

④ 　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定年数（基金は１０年、旧適格年金は１２年）に
より、定額法でそれぞれ発生の翌期より費用処理している。
また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定年数（１０年）により、定額法で発生年度から費用
処理している。

⑤ 　役員退職慰労引当金
役員（執行役員を含む）の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 　ヘッジ会計

為替予約取引については、繰延ヘッジ処理によっている。
ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権等は、振当処理を採用している。

② 　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．有形固定資産の減価償却累計額 　百万円

３．圧縮記帳
下記の有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は以下の通り。

建物 　百万円
工具器具及び備品 　百万円
計 　百万円

４．保証債務
下記２社の事務所賃借料について、債務保証を行っている。

VITAL IMAGES，INC． 459 　百万円
TOSHIBA MEDICAL VISUALIZATION SYSTEMS EUROPE LIMITED. 286 　百万円

従業員及び子会社の従業員の銀行からの住宅融資残高について、債務保証を行っている。
なお、この債務保証には保険を付保している。

住宅融資残高 　百万円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 　百万円
短期金銭債務 　百万円

６．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産

未払事業税 　百万円
未払賞与 　百万円
未払賞与分法定福利費 　百万円
退職給付引当金 　百万円
その他 　百万円

繰延税金資産合計 　百万円
繰延税金負債

有価証券評価差額金 　百万円
土地時価評価減 　百万円
その他 　百万円

繰延税金負債合計 　百万円
繰延税金資産の純額 　百万円

334

1,655
84

14,636
2,960

195
9,875

12,981

36,577

526

18,154
29,198

192
142

156

1,312
258

1,448

 



７．金融商品の状況に関する事項
当社は資金運用については、東芝グループファイナンス制度により資金を調達している。借入金の使途は運転資金（短期）である。
受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。
投資有価証券については主として株式であり、上場会社については四半期ごとに時価の把握を行っている。
また、デリバティブ取引については為替リスクのヘッジを目的とした為替予約取引であり、投機的な取引は行っていない。

８．金融商品の時価等に関する事項
平成２４年３月３１日（当期決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない。（（注2）を参照）

① 現金及び預金

② グループ預け金

③ 受取手形

④ 売掛金

⑤ 未収入金

⑥ 投資有価証券

⑦ 支払手形

⑧ 買掛金

⑨ 短期借入金

⑩ 未払金

⑪ デリバティブ取引

（※）負債計上については（　　）で表示

（注１）金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

①現金及び預金、②グループ預け金、③受取手形、④売掛金、⑤未収入金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額による。
⑥投資有価証券
　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。評価差額は貸借対照表計上額に算入していることから当該
　　帳簿価額による。
⑦支払手形、⑧買掛金、⑨短期借入金、⑩未払金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額による。
⑪デリバティブ取引
　　為替予約の振当処理によっており、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているため、その時
　　価は、当該金融資産の時価に含めて記載している。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

上記については、市場価値がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが出来ず、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、時価開示の対象とはしていない。

９．関連当事者との取引
（１） 親会社及び法人主要株主等 　 （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．賃借料、業務委託費等の取引価格は、個別に交渉し決定している。

２．株式会社東芝の運営する資金集中取引により、資金の借入及び預け入れを行っている。借入及び預け入れに伴う利息は市場
　　金利を勘案して一般取引と同様に決定している。
３．賃借料、業務委託費等の取引金額、期末残高には消費税等が含まれている。

（２） 子会社及び関連会社等 　 　（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．一般的な市場価格等を勘案し、取引価格を決定している。
２．取引金額、期末残高には消費税等が含まれている。

非上場株式 17,111

投資有価証券
非上場株式 210

関係会社株式

区分 貸借対照表計上額

(48,241)

(17,291)

(14,300)

4,063

4,426

(2,093)

(48,241)

4,063

254

64,793

4,426

254

(2,093)

(17,291)

(14,300)

－

－

－

時　　　　価 差　　　　額

－

－

－

－

－

－

90

4,128

64,793

90

                                  －                                   － －

4,128

貸借対照表計上額

－

属 性 会 社 等 の 名 称 関 連 当 事 者 との 関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

被所有

　直接99.4%

間接0.6%

14,300

親会社 （株）　　東　　　　　芝
当社の親会社であり、
土地賃借、業務委託、
資金運用、資金調達等

5,182未 払 金

254

短期借入金

ｸﾞﾙｰﾌﾟ預け金151,606

議 決 権 等 の 所有
（ 被 所 有 ） 割 合

20,813

預け入れ

短期借入

賃借料、業務委託
費等

781,935

属 性 会 社 等 の 名 称 関 連 当 事 者 との 関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

所有
東芝メディカル製造
（株）へ部材の販売

部材の代理購入 35,927 未 収 入 金 3,100

　直接100%
東芝メディカル製造
（株）製品の購入

製品の購入 36,928 買 掛 金 4,210

東芝メディカル製造（株）子 会 社

議 決 権 等 の 所有
（ 被 所 有 ） 割 合

 



（３） 兄弟会社等 　 　（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．一般的な市場価格等を勘案し、取引価格を決定している。
２．取引金額には消費税等は含まれていない。

10．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 292円45銭
１株当たり当期純利益 54円78銭

属 性 会 社 等 の 名 称 関 連 当 事 者 との 関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高
議決権等の所有
（被所有）割合

売 掛 金

3,77817,900東芝ｱﾒﾘｶﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ社 なし

東芝ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ英国社 なし

当社製品の販売

親 会 社 の
子 会 社

3,160

売 掛 金
医療機器・パーツの
販売

親 会 社 の
子 会 社

医療機器・パーツの
販売

当社債権の買取 16,244

 



 

損益計算書 自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

百万円

254,959

181,930

73,029

64,499

8,529

5,885

19

5,126

739

2,449

102

1,348

998

11,965

48

40

5

2

11,916

法人税、住民税及び事業税 4,185

336

7,394

注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 　百万円

仕入高 　百万円

その他の営業取引高 　百万円

営業取引以外の取引による取引高 　百万円

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

法  人  税  等  調  整 額

6,217

52,775

48,363

35,771

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

特 別 損 失

災 害 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 高

受 取 利 息

受 取 配 当 金

為 替 差 損

営 業 外 収 益

 
 


